予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：保健予防諸費
	事業名:ハンセン病対策推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　精神保健福祉係　電話番号：058-272-1111（内2544）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：8,680千円（前年度予算額：8,700千円）

	要求内容


	１　要求の内容


【現状】

　全国7か所の国立療養所に入所している岐阜県出身者は、平成２４年１０月末現在30人。平均年齢83歳と高齢化が進行している。入所者は、今もなお、社会の差別・偏見に苦しんでおり、社会復帰は可能となったが、現状では療養所生活を余儀なくされている。

【内容】

１　ハンセン病療養所入所者里帰り事業（3,105千円）

ハンセン病療養所入所者の方に里帰り事業等に参加してもらい、ふるさと「岐阜」を肌で感じていただく。参加できない方に土産物を送付し、気持ちを和らげていただく。
２　ハンセン病療養所入所者支援事業（5,011千円）

　　ボランティアネットワークを活用したハンセン病療養所入所者への支援事業。

３　ハンセン病療養所入所者人権回復普及啓発事業（564千円）

　　県民がハンセン病による偏見・差別の実態を理解し、ハンセン病に対する正しい知識を持つために、講演会の開催、県内高等学校への副読本の配布を実施する。
	２　所要経費


　事業費　8,680千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	8,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,700

	要求額
	8,680
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,680

	決定額
	8,680
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,680


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ハンセン病療養所入所者が切望する里帰り事業等を継続しつつ、故郷「岐阜」との絆の復旧を図る。また、人権の重要性を考える機会を提供し、ハンセン病による偏見や差別の解消につなげる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



	○指標を設定することができない場合の理由
ハンセン病療養所入所者は高齢化が進んでいること、講演会は大学の授業の一環であること、副読本も県内高校に希望数を調査の上配布を行っていることから、数値指標化することができない。


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）ハンセン病里帰り事業を開催（岐阜県社会福祉協議会に委託）
・平成２４年５月１５日（火）～１７日（木）（参加者数２９名（付添含む））

　・訪問先　中濃・東濃地域

（２）ハンセン病講演会を開催

・平成２４年１０月１９日（金）、岐阜大学医学部看護学科にて開催（７４名参加）

（３）ハンセン病副読本を県内高校に配布

　・希望のあった２２校に対し、平成２４年１１月に配布


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　里帰り事業に参加された療養所入所者には、故郷を肌で感じられる行程であり、大変満足していただけた。

　講演会の開催、副読本の配布を通じて、若い世代にハンセン病問題を知ってもらうことができ、人権の重要性について考えるきっかけとなった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　ハンセン病療養所入所者も年々高齢化が進んでおり、故郷「岐阜」との絆を今まで以上に求めている。また、ハンセン病問題を風化させないためにも、啓発活動は必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　里帰り事業参加者との懇談によると、満足度が高い事業である。

　講演会等のアンケートの結果から、人権の重要性を考えるきっかけになっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　里帰り事業にボランティアスタッフを同行させることで、付き添う職員を減らし、経費の削減を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ハンセン病療養所入所者の高齢化が進み、介護が必要な入所者も増加するなか、里帰り事業をどのように継続させていくか検討が必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　岐阜県社会福祉協議会と連携し、介護が必要な里帰り参加希望者については個別の里帰りを実施するなどして、高齢になっても「岐阜」を感じてもらえる事業とする。


